
（参考資料） 合併期日による影響（新設合併の場合）
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年度替の事務量が
多く、合併準備の
事務に支障が生じ
る可能性がある

合併準備
事務関係 一元化の作業に１２～１８か月程度を要する

一元化の作業に１２～１８か月程度を要する
電算システムの最終テストを実施するため、合併期日前日が土・日、祝祭日が望ましい

例規
一元化

事務引継
関係

年度替の事務量が多く、合併準備の
事務に支障が生じる可能性がある

旧市町村の決算と
新市の決算が重複
し、事務が混乱す
る可能性がある

旧市町村の決算と
新市の決算が重複
し、事務が混乱す
る可能性がある

国勢調査の基準日
が１０月１日

市民が調査票に記
入する際、混乱す
る可能性がある

旧市町村における決算は、合併期日をもって打ち切られ、これ以降は新市に引き継がれる（地方自治法施行令 第５条）

転入・転出の住民
異動が多い月であ
り、新市における
電算システムの移
行や窓口業務に支
障を生じる可能性
がある

住
民
生
活
関
係

戸籍住民関係
転入・転出の住民異動が多い月であり、新市における電
算システムの移行や窓口業務に支障を生じる可能性があ
る

税関係

市民税

賦課日が１月１日

特別徴収や公的年
金の通知により事
務量が多く、合併
準備の事務に支障
をきたす可能性が
ある

確定申告の受付月

申告相談等の窓口業務に支障をきた
す可能性がある

固定
資産税

賦課日が１月１日

合併期日から賦課
期日前までに新市
の所有者単位の所
有状況の把握が必
要なほか、旧市町
村に複数の資産を
所有する場合、免
税状況が変わる可
能性がある

納付書（特別徴
収）の発行月

賦課した旧市町村
と納付書を発行す
る新市とが異なる
ため、事務が混乱
する可能性がある

納付書（普通徴
収）の発行月

賦課した旧市町村
と納付書を発行す
る新市とが異なる
ため、事務が混乱
する可能性がある

賦課日が１月１日

特別徴収や公的年
金の通知により事
務量が多く、合併
準備の事務に支障
をきたす可能性が
ある

賦課日が１月１日

合併期日から賦課
期日前までに新市
の所有者単位の所
有状況の把握が必
要なほか、旧市町
村に複数の資産を
所有する場合、免
税状況が変わる可
能性がある

６月１９日(日)まで ４月１９日(水)まで９月１９日(月)まで

４年後の選挙が１
２月定例議会と重
複する可能性があ
る
(15年度市議会：
12／3～12)

１８年３月１日(水)

とした場合

合併後５０日以内に選挙（公職選挙法 第３３条）

１２月２０日(火)まで ３月２２日(水)まで７月２０日(水)まで ８月１９日(金)まで

１８年２月１日(水)１７年４月１日(金)

１月１９日(木)まで

１８年１月１日(日)

とした場合

２月１９日(日)まで

とした場合

４年後の選挙が２月定例議会と重複
する可能性がある
(15年度市議会：2／27～3／19)

１７年度の政策的予算の執行期間が限定される

確定申告の受付月

申告相談等の窓口業務に支障をきた
す可能性がある

（１１／９）

釧路市議会議員任期

１７年１２月１日(木)

とした場合

１７年１１月１日(火)

とした場合

合併期日から新市の議会終了までの間、暫定予算になる（地方自治法施行令 第２条）

４年後の選挙が９
月定例議会と重複
する可能性がある
(15年度市議会：
 9／18～30)

合
併
時
の
事
務
処
理
関
係

予算関係

決算関係

日
程
等 カレンダー
（下線付きの数字
は大安）

電算
一元化

とした場合

３月２２日(火)まで ４月１９日(火)まで

市町村長、議員等
任期

区　　分

市長選挙
（在任特例を適用
しない場合の市議
選挙も同様）

選
挙
関
係

１７年１月１日(土)

とした場合

２月１９日(土)まで

とした場合

縦覧月

新市の所有者単位
で所有状況を把握
しておく必要があ
る

納付書の発行月

賦課した旧市町村
と納付書を発行す
る新市とが異なる
ため、事務が混乱
する可能性がある

５月２０日(金)まで

１７年６月１日(水)

とした場合

４年後の選挙が６
月定例議会と重複
する可能性がある
(15年度市議会：
 6／25～7／4)

１７年７月１日(金)

とした場合

１７年５月１日(日)

とした場合

１６年度の政策的予算の執行期間が限定される

１７年２月１日(火)

とした場合

４年後の選挙が２月定例議会と重複
する可能性がある
(15年度市議会：2／27～3／19)

１７年３月１日(火)

農業委員会委員任期

（７／１９）

１７年１０月１日(土)

とした場合

１１月１９日(土)まで

音別町長任期

（８／７）

１７年８月１日(月)

とした場合

１７年９月１日(木)

とした場合

１０月２０日(木)まで


